
令和６年９月４日 

環 境 政 策 部 

環 境 計 画 課 

 

世田谷区脱炭素地域づくりに係る東京都補助事業の活用について 

 

１ 趣旨 

この度、東京都が広域的環境課題の解決に資する区市町村等の取組みを支援する「区市

町村との連携による環境政策加速化事業」のうち、創意工夫により行う先駆的な事業で、

他の市区町村等への波及が見込まれる事業を対象とする「将来性ある先進的事業」に、成

城地区で検討を進めている「脱炭素地域づくり」の一部事業が採択されたため、当該事業

を実施すべく補正予算を計上する。 

なお、「脱炭素地域づくり」事業については、令和６年５月２８日の環境・災害・防犯・

オウム問題対策等特別委員会にて報告したとおり、地域の脱炭素化を加速させるため、国

の「脱炭素先行地域」にも応募しており、結果の公表は秋頃を予定している。 

 

２ 事業概要 

（１）事業名 

  住宅地における P2P個人間電力取引及び DR等を活用した地産地消ネットワーク構築事業 

 

（２）実施期間 

  令和６年度から令和８年度まで 

  ※補助金は年度ごとに申請 

 

（３）令和６年度の交付予定額 

   ２８，８６７千円（事業費は全額特定財源より充当） 

    内訳  個人電力取引プラットフォームの構築        ２５，９００千円 

        住宅等へのフレキシブルソーラー設置実証に向けた現地調査 

                                  ２，２００千円 

        その他(広報物の作成等)                 ７６７千円 

 

（４）主な事業内容 

  別紙のとおり 

 

３ 今後のスケジュール(予定) 

 令和６年 １０月 事業者選定及びシステム設計開始 

 令和７年  １月 事業開始事前周知 

       ４月 事業参加者募集開始(説明会等の実施) 

       ７月 Ｐ２Ｐ個人間電力取引運用開始 
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＜主な事業内容＞
住宅地の脱炭素化に向けて、地域再エネの最大化及び地産地消を促進するため、P2P個人間電力取引市場の構築とデマ
ンドレスポンスによる地域エネルギーマネジメント、次世代再エネ設備に関する実証事業を行い、効果検証する。

✓ 世田谷区は、住宅の脱炭素化のハードルとなる住民の不安や手間などを解消し、地域課題解決を伴った脱炭素化の取組み
を住民主体で達成することを目指し、多様な価値観をもつ住民を活動に巻き込み、継続的な行動につなげ、住宅地におけ
る脱炭素化モデルを構築する「脱炭素地域づくり」を成城地区で取組んでいる。

✓ 本事業においては、既存の住宅における太陽光発電の最大限の導入を目指すとともに、創出した再エネを地域で消費する
ネットワークを見える形で構築することで、エネルギーの地産地消を見える化し、住民の再エネに対する意識付けや利用
の普及促進を図る。

✓ 屋根置きPVで自家消費しきれず、余剰電力として系統に売電している再エネ電力（非FIT、卒FIT電力など）と域内の電力
需要家との間で、自動的な個人間電力売買ネットワーク（P2P電力取引）を構築する。売電先を選択できる仕組みや、売電
価格の下限、買電価格の上限を設定することで、市場参加者が現状と比較して経済的なメリットが出る仕組みも検討する。

✓ P2P電力取引の供給量が不足している時間帯等の下げDR、供給量が多い時間帯の上げDRも併せて実施し、電力の売り手・
買い手の流動性を⾼め、市場全体のメリット向上に取組む。

✓ 併せて、住宅向けフレキシブルソーラーや逆潮流対応蓄電池といった次世代設備を施工・稼働し、将来的な既存住宅にお
ける再エネポテンシャル（電力売り手）の最大化に向けた検証も実施する。

✓ 市場参加を促す仕組みとして、参加によるインセンティブポイントの付与と、地域の活動などをポイントでつなげること
で地域経済の循環を図る。具体的には、デジタル地域通貨（せたがやPay）へのポイント交換や、ポイントを地域団体活動
に寄附ができる仕組み、地域の店舗や商店街による販売促進策、各種サービスと紐づける機能などを実装する。
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余剰電力のP2P個人間電力取引(※1)
（分散型電源の効率利用）

（電気の地産地消）
参加想定件数：３００件程度

インセンティブ・地域通貨連携
（市場参加促進） （地域経済循環）

次世代分散型電源(※2)
（既存住宅の創エネポテンシャル拡大）

（市場への供給量増加）
参加想定件数：各４件程度

＜本事業のイメージ＞

デマンドレスポンス
（市場の供給量調整）

住宅地におけるP2P個人間電力取引及びDR等を活用した地産地消ネットワーク構築事業

仮想で
個人間電力取引

※1 P2P個人間電力取引
ブロックチェーンなどの技術により、発電側(住宅の太陽光発電等)と需要側(域内の電力需要家)を直接結びつけ、個人間で電力取引が行える仕組み。

※2 次世代分散型電源
①フレキシブルソーラー：超軽量、壁面設置可、低反射、鉛フリーなどの特徴があり、既存住宅への太陽光パネル設置に関する様々な課題(耐荷重、

景観、廃棄処理等）を解決し、地域の創エネポテンシャル拡大に向けた実証を行う。
②逆潮流対応蓄電池：蓄電池にためた電気を系統に逆潮（売電）できる蓄電池で、P2P個人間電力取引市場に売電することで、電力取引の流動性を

⾼め、市場・コミュニティ全体のメリットが上昇に向けた実証を行う。

（出典：経済産業省資源エネルギー庁HP）
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